
別紙様式５

1

平成28年度コリンズ・テクリス
Web版検索システムの利用業
務
(一式)

支出負担行為担当官
関東森林管理局長
漆原勝彦

群馬県前橋市岩神
町4-16-25

平成28年4月1日

一般財団法人日本建設
情報総合センター
法人番号
4010405010556

東京都港区赤坂7-
10-20

会計法第29条の3第4
項（特定情報）

全国の公共発注機関が発注した工事実績
データ等をデータべース化し情報提供する機
関は他にはないため。

- 1,311,428 - - - - - - 0 - -

2
事業用土地建物賃貸借契約
(土地496.77ｍ2、建物146.30ｍ
2)

分任支出負担行為担当官
代理
静岡森林管理署次長
守屋忍

静岡県静岡市葵区
駿府町1-120

平成28年4月1日
有限会社松本商店
法人番号
5080102007492

静岡県御殿場市新
橋766-5

会計法第29条の3第4
項（賃貸借契約）

当該場所でなければ行政事務を行うことが不
可能であることから場所が限定され、供給者
が一に特定される賃貸借契約であるため。

- 1,680,000 - - - - - - - - -

3
建物賃貸借
(数量　　27戸)

支出負担行為担当官
関東森林管理局長
漆原勝彦

群馬県前橋市岩神
町4-16-25

平成28年4月1日
黒岩商事株式会社
法人番号
7070002036384

群馬県吾妻郡嬬恋
村三原481-7

会計法第29条の3第4
項（賃貸借契約）

公務員宿舎として継続使用するものであり、
供給者が一に特定され競争を許さないため。

- 16,524,000 - - - - - - - - -

4
土地賃貸借
(庁舎敷　　1,190.58ｍ2)

分任支出負担行為担当官
上越森林管理署長
澤山秀尚

新潟県上越市大道
福田555

平成28年4月1日
上越市
法人番号
9000020152226

新潟県上越市木田
1-1-3

会計法第29条の3第4
項（賃貸借契約）

当該場所でなければ行政事務を行うことが不
可能であることから場所が限定され、供給者
が一に特定される賃貸借契約であるため。

- 2,635,217 - - - - - - - - -

5
平成28年度天城高原「ふれあ
いの郷」進入路使用

分任支出負担行為担当官
伊豆森林管理署長
金井正典

静岡県伊豆市牧之
郷546-5

平成28年4月1日
伊豆観光開発株式会社
法人番号
9080101013281

静岡県伊東市池
895-459

会計法第29条の3第4
項（賃貸借契約）

「ふれあいの郷」整備事業用地への進入路
（約1.3km）としての賃貸借であり、他の進入路
もなく場所が限定され供給者が一に特定され
るため。

- 834,930 - - - - - - - - -

6
建物賃貸借
(数量　　1戸)

支出負担行為担当官
関東森林管理局長
漆原勝彦

群馬県前橋市岩神
町4-16-25

平成28年4月1日
岡本建設有限会社
法人番号
1010002027477

東京都小笠原村父
島大村字東町

会計法第29条の3第4
項（賃貸借契約）

公務員宿舎として継続使用するものであり、
供給者が一に特定され競争を許さないため。

- 1,050,600 - - - - - - - - -

7
国有林野の産物販売委託
(スギ外2,150m3)

分任支出負担行為担当官
伊豆森林管理署長
金井正典

静岡県伊豆市牧之
郷546-5

平成28年4月15日
株式会社スンエン
法人番号
8080001013119

静岡県島田市御請
229

会計法第29条の3第4
項(企画競争)

- - 1,625,400 - - - - - 27 0 - 単価契約

8
国有林野の産物販売委託
(スギ外2,080m3)

分任支出負担行為担当官
塩那森林管理署長
高木鉄哉

栃木県大田原市宇
田川1787-15

平成28年4月28日
株式会社鹿沼原木市場
法人番号
5060001010327

栃木県鹿沼市栃窪
1261-37

会計法第29条の3第4
項(企画競争)

- - 1,797,120 - - - - - 27 0 - 単価契約

9
森林除染事業（川内村）業務
一式（明許）
（落葉除染面積3.50haほか）

分任支出負担行為担当官
磐城森林管理署長
小林重善

福島県いわき市四
倉町字東2-170-1

平成28年4月28日
川内村復興有限責任事
業組合

福島県双葉郡川内
村上川内字早渡
116

会計法第29条の3第4
項（法令等の規定）

除染作業については市町村が策定した国有
林を含む除染計画に基づき実施するもので、
効率的に実施するためには市町村が発注し
た近隣民有林の除染事業と一体的に実施す
る必要があるため。

- 45,684,000 - - - - - - - - -

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量

契約担当官等の氏名並びにその所属する部局の名称及
び所在地

名称 所在地
うち農林水
産省出身者

落札率

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含
む。）

備　　考

商号又は名称

契約金額

公益法人の場合

公益法人
の区分

国所管、都
道府県所管
の区分

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及び住所

特別な競争参加資
格
（※提案者の数が
１の場合の記載事
項）

再就職の役
員の数
（※契約の
相手方が公
益社団法人
又は公益財
団法人（特
例社団法人
又は特例財
団法人を含
む。）の場
合の記載事
項）

提案者の
数

予定価格

住所

随意契約によることとし
た会計法令の根拠条文
（企画競争等）

競争性のない随意契約によらざるを得ない理由


